
補助率別に図示すると、財源措置の割合はおおむね下図のとおりとなる（なお、地方債の利子支払額の単独分については考慮していない）。

国庫補助

地方債

地方交付税算定の際、元利償還を
基準財政需要額に算入

単   独

【　小中学校　】

（１） 改築 （交付金算定割合　１／３）

（２） 地震補強（地震財特法に係るもの） （交付金算定割合　１／２）

（３） 地震補強（地震特措法に係るもの） （交付金算定割合　１／２）
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公立学校施設整備（建物）の財源措置比較【平成１９年度当初・補正予算】
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補正予算で実施する事業の場合
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